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第１章 総則 

 

第１節 目 的                                  
 

本計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４２条の規定に基づいて、市民の生命、

身体及び財産を災害から守ることを目的とし、市及び防災に関わる機関、市民、事業所等が一連の防災

活動を適切に実施し、もって総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図り、防災の万全を期する

ものである。 

本計画は、うるま市の防災対策に関し、おおむね次の事項を定める。 

 

１ うるま市の防災対策に関する公共団体その他防災上重要な施設の管理者の処理すべき事務又は業

務の大綱並びに市民等の責務 

 

２ 防災施設の整備、防災のための調査研究、災害用食料・物資及び資材の備蓄、防災教育及び訓練そ

の他の災害予防に関する計画 

 

３ 防災に関する組織、気象警報等の伝達、災害情報の収集及び伝達、気象警報等の発令及び伝達、避

難・水防・消防（火災・救急・救助）・救援・衛生・文教及び交通輸送その他の災害応急対策に関す

る計画 

 

４ 災害復旧・復興に関する計画 

 

５ その他の必要な事項 

 

なお、本計画の構成、対象災害は次のとおりである。 

 

⑴ 基本編 

本計画の目的、想定する災害、防災関係機関等の役割分担、防災対策の基本方針及び計画の見直

し・推進体制等の基本事項 

 

⑵ 地震・津波編 

地震・津波に対する予防計画、応急対策計画、災害復旧・復興計画 

 

⑶ 風水害等編 

台風や大雨による洪水・高潮・土砂災害・風害（竜巻を含む）、大規模火災、林野火災、危険物

等災害、不発弾等災害、道路事故災害及び海上災害に関する予防計画、応急対策計画及び復旧・復

興計画 

 

⑷ 原子力災害編 

原子力という特殊性から計画上特化させ、本市ホワイトビーチに寄港する原子力艦に起因する事
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故等が発生した場合の市の組織体制と応急対策等 

 

⑸ 南海トラフ地震防災対策推進計画編 

南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づく防止対策推進計画 

 

⑹ 資料編 

各編に関係する資料・様式 
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第２節 用 語                                  

あ行 

安定ヨウ素剤 原子力災害に備えて、服用のために調合した予防薬。事故により空気中に放

出された放射性ヨウ素を体内に取り込む前に安定ヨウ素剤を服用すると放射性

ヨウ素の甲状腺への集積を防ぎ、甲状腺がんなどの発症リスクを低減させる効

果がある。 

溢水  河川の水が堤防のないところで越えてあふれること。 

液状化 地震の際に、地下水位の高い砂地盤が振動により液体状になる現象。これに

より比重の大きい構造物が埋もれ、倒れたり、地中の比重の小さい構造物（下

水管等）が浮き上がったりする。 

エリアメール 

緊急速報メール 

災害時において、緊急性の高い情報を各携帯電話会社のメールサービスを活

用し、情報を配信するシステム。（「エリアメール」は㈱ＮＴＴドコモのサービ

スの名称で、「緊急速報メール」はＫＤＤＩ㈱並びにソフトバンクモバイル㈱の

サービスの名称） 

応急危険度判定 大地震により被災した建築物を調査し、その後、発生する余震などによる倒

壊の危険性や外壁・窓ガラスの落下の危険性を判定する。 

  

か行 

環境放射能モニタ

リング 

原子力施設周辺の一般住民の安全を確かめるために、放射線（または放射能）

を定期的、連続的に監視・測定すること。 

気象の特別警報 大雨や津波、高潮等の警報の発表基準をはるかに超える豪雨や大津波等が予

想され、重大な災害の危険性が著しく高まっている場合に発表される情報。 

帰宅困難者 大規模災害が発生した場合、公共交通機関の運行停止等により、自宅に帰る

ことが困難となった者をいう。 

救護 被災者や傷病者を保護し、安全な場所において、看護・治療（心肺蘇生、止

血等の応急手当を含む）等を行うこと。 

救出 生死に関わらず、被災者を災害現場から救い出すこと。 

救助  生命の危険にさらされている被災者を、その危険な状態から助け出すこと。 

急性ストレス障害 

（ＡＳＤ） 

非常に強い心的外傷体験（自然災害や暴力的被害、虐待などといった自分自

身や身近な人の安全・生命が脅かされる体験）の後に、不眠や集中困難などの

症状を起こす一過性の精神障害。 

急性ストレス障害により生じる症状が１ヶ月以上続く場合は外傷後ストレス

障害（ＰＴＳＤ）である可能性がある。 

事業継続計画 

（ＢＣＰ） 

Business Continuity Plan の略。被災時に企業等の事業が停止するような深

刻な被害を回避するため、重要業務の継続を目的として作成する計画。 

自治体においては業務継続計画という。 

記録的短時間大雨

情報 

大雨警報発表中に数年に 1 回程度しか起こらないような 1 時間に 100mm 前後

の猛烈な雨が観測された場合に気象台から発表される情報。 

緊急地震速報 地震の発生直後に、各地での強い揺れの到達時刻や震度を予想し、可能な限

り素早く知らせる情報。震源が近いと間に合わない場合もある。 

緊急消防援助隊 大規模災害等において被災した都道府県内の消防力では対応が困難な場合
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に、国家的観点から人命救助活動等を効果的かつ迅速に実施し得るよう、全国

の消防機関相互による援助体制を構築するため、平成７年６月に創設された。 

緊急通行車両 大規模災害等が発生した場合、災害対策基本法等に基づく交通規制が実施さ

れ、車両の通行が禁止されるが、災害応急対策等に従事する車両等は所定の手

続きをすることにより、規制区間を通行することができるもの。 

検案 監察医（医師）が死亡原因を調べること。  

検視 検視官（警察官）が犯罪性の有無の視点から死亡の状況や死因調査を行うこ

と。 

広域避難場所 大規模災害において、地震に起因する火災や津波などの災害から安全が確保

される大規模な公園等の広場をいう。また、状況に応じて応急救護所や災害ボ

ランティアなどの活動拠点を設置する。 

 

さ行 

災害 暴風、竜巻、豪雨、洪水、土砂災害、高潮、地震、津波、噴火、その他の異

常な自然現象又は大規模な火事・爆発等とする。 

災害派遣医療チー

ム（ＤＭＡＴ） 

ＤＭＡＴは Disaster Medical Assistance Team の略。大規模災害や事故の

現場において、急性期（発災から 48 時間以内）に救命措置等に対応できる機動

性を備えた、専門的な訓練を受けた医療チーム（医師、看護師、業務調整員で

構成）。 

災害用伝言ダイヤ

ル 

被災地の方の電話番号をキーにして、安否等の情報を音声で登録・確認でき

るサービスです。 

サプライチェーン 原材料・部品の調達から、製造、在庫管理、販売、配送までの製品の全体的

な流れのこと。  

自主防災組織  地域住民相互による「共助」の精神のもとに、地震その他の災害時に避難誘

導、救出・救助、応急救護活動、初期消火、情報収集・伝達等、地域の防災活

動を担う住民組織。 

指定緊急避難場所 

（一時避難場所） 

避難者が一時的に集合して様子をみる場所又は集団を形成する場所とし、津

波などの災害から安全がある程度確保される公園等をいう。 

指定公共機関 国や地方公共団体と協力して緊急事態などに対処する機関。 医療・電気・電

気通信・放送・ガス・運送事業者などで、災害対策基本法で指定されている。 

指定地方行政機関 指定行政機関（災害対策基本法に基づいて指定される機関で、内閣府・国家

公安委員会・警察庁・金融庁・消費者庁・総務省・消防庁・法務省・外務省・

財務省・文部科学省・文化庁・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・資源エ

ネルギー庁・中小企業庁・国土交通省・国土地理院・気象庁・海上保安庁・環

境省・原子力規制委員会・防衛省の 24 機関）の地方支分部局その他の国の地方

行政機関で、内閣総理大臣が指定するものをいう。 

指定地方公共機関 都道府県の区域において電気、ガス、輸送、通信、医療その他の公益的事業

を営む法人、地方道路公社その他の公共的施設を管理する法人及び地方独立行

政法人で、あらかじめ当該法人の意見を聴いて当該都道府県の知事が指定する

もの。 

指定避難所 地震や津波等により、住家を失った被災者や帰宅困難者を収容し、中長期の
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（収容避難所） 避難生活の場を提供できる公共施設等をいう。 

シーベルト（Ｓｖ） 放射能の人体への影響量を表す単位。 

１シーベルト（Ｓｖ）は 1000 ミリシーベルト（ｍＳｖ） 

１ミリシーベルト（ｍＳｖ）は 1000 マイクロシーベルト（μＳｖ） 

心的外傷後ストレ

ス障害（ＰＴＳＤ） 

強烈なショック体験、強い精神的ストレスが、こころのダメージとなって、

時間が経ってからも、その経験に対して強い恐怖を感じること。 

全国瞬時警報シス

テム（J-ALERT） 

津波警報、緊急地震速報等の対処に時間的余裕のない事態に関する緊急情報

を、国（内閣官房・気象庁から消防庁を経由）から人工衛星を用いて送信し、

市防災行政無線等を自動起動することにより、住民に緊急情報を瞬時に伝達す

るシステム。 

 

た行 

ダウンバースト 積雲や積乱雲から爆発的に吹き降ろす気流及びこれが地表に衝突して吹き出

す破壊的な気流。 

竜巻注意情報 積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風が発生しや

すい気象状況になったと判断された場合に発表する情報。 

津波避難困難地域 津波到達時間までに、津波浸水区域から安全な場所に避難することが困難な

地域。 

津波避難ビル 高台に移動する時間を要するなど、迅速な津波避難が難しい地域において、

差し迫る津波から避難者の安全を一時的に確保するため、緊急避難をする場所

をいう。 

道路啓開 緊急車両等の通行のため、１車線でもとにかく通れるように早急に最低限の

瓦礫処理を行い、簡易な段差修正により救援ルートを開けること。 

土砂災害 崖崩れ、土石流、地すべりの総称。 

土砂災害警戒区域 急傾斜地崩壊や土石流、地すべりが発生した場合に、住民等の生命又は身体

に危害が生じるおそれがあると認められる区域。 

土砂災害警戒情報 大雨警報発表中に土砂災害の危険性が高まった場合に気象台と都道府県が共

同で発表する情報。 

土砂災害特別警戒

区域 

急傾斜地崩壊や土石流、地すべりが発生した場合に、建築物に損害が生じ住

民等の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれがあると認められる区域で、

特定の開発行為に対する許可制、建築物の構造規制等が行われる。 

トリアージ 多数の傷病者が一度に発生する特殊な状況下において、現存する限られた医

療資源の中で、負傷者を重症度、緊急度などによって分類し、治療や搬送の優

先順位を決めること。 

 

な行 

軟弱地盤 泥や多量の水を含んだ常に柔らかい粘土、または未固結の軟らかい砂からなる

地盤の総称。 

 

は行 

ハザードマップ 自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化したもの。予測される
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災害の発生地点、被害の拡大範囲および被害程度、さらには避難経路、避難場

所などの情報が地図上に図示されている。 

避難勧告 その地域の居住者や滞在者などを強制的に立ち退かすものではないが、居住

者や滞在者などが勧告を尊重することを期待して避難のための立ち退きを進

め、又は促すもの。 

避難行動要支援者 要配慮者のうち、自ら避難することが困難な者であって、特に支援を要する

者。 

避難指示 被害の危険が目前に切迫している場合などに発表され、避難のための立ち退

きを指示するもの。 

避難準備情報 避難勧告よりも前の段階で発表するもので、避難に時間を要する高齢者や障

がい者などに避難の開始を、その他の人々に避難の準備を求めるもの。 

福祉避難所 指定避難所（収容避難所）で生活することが困難となる高齢者や障がい者等

が、避難所での生活において特別な配慮が受けられるなど、状態に応じて安心

した生活ができる体制を整備した施設をいう。 

放射線 電磁放射線（γ 線、Ⅹ線）又は粒子線（α線、β線、陽子線、中性子線など）

のうち、直接又は間接に空気を電離する能力をもつもの。 

放射能 放射性物質が放射線を出す能力。 

放射能物質 放射能（放射線を出す能力）をもつ物質の総称。 

 

ま行 

マグニチュード 地震の規模を表す数値。数字が大きいほど地震の規模も大きくなる。マグニ

チュードが１大きくなるとエネルギーは約３２倍となる。 

※阪神・淡路大震災はＭ7.3、 東日本大震災はＭ9.0 

 

や行 

要配慮者 高齢者や障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要する者。 

 

ら行 

ライフライン 電気、ガス、水道、下水道、通信等、生活に不可欠な物資や情報等のインフ

ラ設備の総称。 

リスクコミュニケ

ーション 

地域防災力向上を目的に行政や住民等、互いに危機について意見や情報を交

換し、共有し合うこと。 
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第３節 うるま市の概況                              
 

１ 位  置  

うるま市は、県都那覇市から 25 ㎞、沖縄本島中部の東海岸に位置しており、西に沖縄市、北に恩

納村・金武町と接し、東・南に金武湾・中城湾に面している。 

さらに東南部に伸びる半島部の北方海上、東方海上には有人・無人を含め藪地、平安座、宮城、伊

計、浜比嘉、南浮原、浮原、津堅の８つの島々があり、このうち藪地、平安座、宮城、伊計、浜比嘉

は半島部と海中道路等によって結ばれている。 

また、うるま市の面積は 86.14ｋ㎡で、沖縄県全体の 3.8％を占めている。 

 

２ 人口状況  

市の人口は、1970 年頃から増加しはじ

め、1970 年に約 79,000 人であった人口

は、2010 年までの 40 年間で約 117,000

人となり、世帯数も同様に、1970 年の

16,780世帯から2010年には38,344世帯

へと 2倍以上増加している。 

市の人口は、今後も増加を続け、2016

年には 125,000 人と推計されている。 

人口が増加した地域は、用途地域内で 1.7％増加、用途地域外で 6.0％増加となっており、土地利

用の制限が緩い用途地域外で人口が増加傾向にある。特に用途地域に接した用途地域外で目立ってお

り、市街地が拡大していると想定される。一方で人口が減少した地域は、用途地域内外ともに与那城

地域で多い傾向がある。 

平成 22 年国勢調査での人口分布の状況は下図のとおりであり、石川地区、みどり町等で人口が多

い傾向がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 人口分布（500ｍメッシュ） 

出典：うるま市総合計画 
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年齢別の人口構成では、15 歳未満の年少人口は、1980 年の約 28,000 人から、2010 年で約 21,000

人と減少している。 

15～64 歳の生産年齢人口は、1980 年の約 55,000 人から、2010 年で約 75,000 人と増加しており、

同様に 65歳以上人口は、7,821 人（1980 年）から 20,445 人（2010 年）に増加している。 

高齢人口率は、年々増加しており、高齢者の増大化は、避難行動要支援者※の対応にも関連する。 

 

 

出典：うるま市総合計画 

平成 22 年国勢調査での高齢人口率の状況は下図のとおりであり、島しょ部等で高齢化率が高い傾

向にある。 

 

図 高齢人口率 

※避難行動要支援者：必要な情報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な場所

に避難するなどの災害時の一連の行動をとるのに支援を要する人々をいう。一般的に高齢者、

障がい者、外国人、妊産婦及び乳幼児等があげられる。 

出典：国勢調査(平成２２年) 

高齢者人口割合(%)

35% - 

30 - 35%

25 - 30%

20 - 25%

15 - 20%

10 - 15%

0 - 10%

0%
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なお、市の年少人口割合は県平均以上であり、老年人口割合は県平均以下となっていることから、

沖縄県下でも少子高齢化の進行が比較的緩やかな自治体といえる。 

しかし、時系列でみると、年少人口割合の低下、老年人口割合の上昇は着実に進んでおり、2016 年

には高齢者率 20.5%となると推計され、超高齢社会の到来は不可避と考えられる。 

 

 

 

出典：うるま市公共施設等白書



第１編 基本編 第１章 総則 

基本編-10 

３ 気  象  

市の気象は亜熱帯海洋性気候に属し、平均気温は概ね 23.0℃、年降水量は約 2,000mm で、6月には

梅雨期、9月には台風の襲来等による降雨量の増加がみられる。 

 

 

 

出典：うるま市総合計画 
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４ 産業構造  

平成 22 年国勢調査でのうるま市の産業構造別人口は、第 1次産業 1,814（4.6％）、第 2次産業 8,076

（20.4％）、第３次産業 29,626 人（75.0％）となっており、農業等第１次産業比率が低く、都市型の

産業構造の特徴を持っている。 

 

 

 

第３次産業の一つとして、観光産業においては、観光客・観光収入ともに増加傾向にある。 

 

 

出典：うるま市 HP 

 

第１次産業 

農業、林業、漁業 

第２次産業 

鉱業、建設業、製造業 

第３次産業 

電気、ガス、熱供給、水道業、情報通

信業、運輸業、郵便業、卸売業、小売業、

金融業・保険業、不動産業、物品賃貸業、

学術研究、専門・技術サービス業、宿泊

業、飲食サービス業、生活関連サービス

業、娯楽業教育、学習支援業、医療、福

祉、複合サービス業、サービス業、公務 

(4.6%) 

(20.4%) 

(75.0%) 
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５ 石油コンビナート等特別防災区域（平安座地区特別防災区域）  

平安座島は、昭和51年7月9日政令第192号及び昭和51年7月14日通商産業省、自治体告示第1号で

石油コンビナート等特別防災区域（以下、「特別防災区域」という。」）に指定されている。 

平安座地区特別防災区域は与勝半島の北東、金武湾沖に位置し、海中道路で本島と結ばれている。与那

城平安座（南西部の部落を除く）及び平安座島と宮城島との間を埋立てて出来た与那城平宮地区である。 

指定区域の総面積は4,194,640㎡である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：沖縄県石油コンビナート等防災計画 

※平成26年現在の状況を考慮し加筆 

正門 

正門 

沖縄出光㈱沖縄油槽所 
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第４節 市において想定される災害                         
  

市の防災対策の検討にあたり、市域で発生が予想される災害として、国・県による調査・検討結果や

過去の災害事例、災害救助法の適用等を勘案し、以下に整理する規模の災害を想定の基本とした。 

 

１ 地震  

地震災害について、「平成２５年度沖縄県地震被害想定調査」による被害想定の調査結果を参考に、

以下のとおり想定する。 

なお、複数の想定地震のうち、市に対して最も大きな影響を与えると考えられる地震を、本計画の

想定災害の条件とする。 

 

⑴ 想定地震の概要 

① 地震時に想定される揺れの概要 

石川-具志川断層による地震を対象災害として想定する。 

具志川地区から与勝地区及び中城湾港新港地区を中心として、広い範囲で震度６強の揺れとな

る。栄野比の一部において、震度７の揺れとなる区域がある。 

また、石川地区、与勝地区南部、平安座島、浜比嘉島、宮城島の一部では震度６弱の揺れが中

心となっている。伊計島、津堅島では震度５強の揺れが中心となっている。 

 

 

図 想定地震（石川-具志川断層による地震） 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査

凡例

石川-具志川断層帯

震度階級

７

６強

６弱

５強

５弱

４
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② 想定地震による液状化被害の概要 

沖縄本島南東沖地震３連動を対象災害として想定する。 

石川地区、中城湾港新港地区、与勝東部、平安座島等を中心に液状化危険度の高い地域が分布

している。 

 

 

図 想定地震による液状化（沖縄本島南東沖地震３連動） 

 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査



第１編 基本編 第１章 総則 

基本編-15 

⑵ 地震時に想定される被害の概要 

① 想定地震による建物被害の概要 

市域では、震度６弱以上の揺れが想定される区域が広く分布している。震度６強の区域では、

特に旧耐震基準の建物（昭和５６年５月３１日までに建築確認を受けた建物）を中心として、被

害が拡大する可能性がある。 

想定地震による建物全壊の被害の概要は以下のとおりである。 

 

【石川地区】 

石川一丁目・二丁目を中心に建物全壊棟数が多い傾向があり、当該区域を、緊急輸送道路であ

る国道３２９号が通過している。 

建物倒壊は、直接的な被害の他、倒壊時に、近接する道路を閉塞する可能性がある。 

避難所等に至る道路等が沿道建物の倒壊により閉塞することで、避難所等の利用に影響する可

能性がある。 

 

【具志川地区】 

安慶名や県道７５号の沿道を中心に建物全壊棟数が多い傾向がある。 

また、比較的多くの建物全壊が想定される区域内に避難所等が立地しており、避難所に至る道

路等が沿道建物の倒壊により閉塞することで、避難所等の利用に影響する可能性がある。 

災害時の拠点施設の一つであるうるま市役所周辺の全壊棟数は比較的少ない傾向がある。 

 

※上記の図は、揺れと液状化による全壊棟数について、５０ｍ四方毎の値を示している。 

図 想定地震による建物被害（石川地区） 図 想定地震による建物被害（具志川地区） 

石川一丁目、二丁目 

安慶名 

県道７５号 

うるま市役所 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査 

  
国道３２９号 

全壊棟数(50mメッシュ)

1.0 - 

0.8 - 1.0

0.6 - 0.8

0.5 - 0.6

0.4 - 0.5

0.2 - 0.4

0.0 - 0.2

0.0

凡例

指定避難所(収容避難所)

広域避難所

指定緊急避難場所(一時避難場所)

福祉避難所

緊急輸送道路(国道、県道)
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【与勝地区】 

与勝地区では、県道１０号、３７号の沿道を中心に建物全壊棟数が多い傾向がある。 

また、比較的多くの建物全壊が想定される区域内に避難所等が立地しており、避難所に至る道

路等が沿道建物の倒壊により閉塞することで、避難所等の利用に影響する可能性がある。 

 

【島しょ地区】 

島しょ地区では、地震による建物全壊棟数は、比較的少ない想定結果となっており、個別の対

応が基本となる。 

 

※上記の図は、揺れと液状化による全壊棟数について、５０ｍ四方毎の値を示している。 

 

② 想定地震（揺れ、液状化）による被害の概要 

想定地震での揺れ、液状化による被害の概要は以下のとおりである。 

表 想定被害結果（石川－具志川断層系地震） 

全壊棟数 半壊棟数 全壊棟数 半壊棟数

沖縄県 12,527 27,097 1,568 1,979

うるま市 4,603 7,681 277 348

液状化揺れ
地区名

 

図 想定地震による建物被害（与勝地区） 図 想定地震による建物被害（島しょ地区） 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査 

県道３７号 

県道１０号 

全壊棟数(50mメッシュ)

1.0 - 

0.8 - 1.0

0.6 - 0.8

0.5 - 0.6

0.4 - 0.5

0.2 - 0.4

0.0 - 0.2

0.0

凡例

指定避難所(収容避難所)

広域避難所

指定緊急避難場所(一時避難場所)

福祉避難所

緊急輸送道路(国道、県道)

宮城島 

伊計島 

平安座島 

浜比嘉島 

津堅島 
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③ 想定地震（揺れ）による社会基盤施設等への被害 

地震時の揺れは、建物倒壊による建物利用者への直接的な被害の他、道路施設の損壊（落橋等）

や周辺道路の閉塞等の被害を及ぼす可能性がある。特に緊急輸送道路や避難所等に至る道路等の

重要な路線の被災により機能低下することは、被害をより拡大させる可能性がある。 

 

【石川地区】 

地区内の広い範囲で震度６弱が想定されている。 

旧耐震基準の施設を中心として、避難所等と防災拠点の耐震性能の確保に留意が必要である。 

 

【具志川地区】 

広い範囲で震度６強が想定されており、当該地区内に立地する避難所等や防災拠点を中心とし

て、耐震性能の確保が重要となる。また、栄野比の一部では、震度７が想定されている。 

中城湾港新港地区では、全域で震度６強が想定されている。島状の地区であることから、橋梁

や港湾等を中心とした各種施設の損壊による地区内への影響が大きくなる可能性がある。 

 

 

図 想定地震×社会基盤施設等（石川地区） 図 想定地震×社会基盤施設等（具志川地区） 

栄野比 

中城湾港新港地区 

 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査

震度階級

７

６強

６弱

５強

５弱

４

凡例

指定避難所(収容避難所)

広域避難所

指定緊急避難場所(一時避難場所)

福祉避難所

緊急輸送道路(国道、県道)
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【与勝地区】 

半島状の地形のうち、先端部周辺では震度６弱、それ以外の区域では震度６強を中心として広

がっている。 

旧耐震基準の施設を中心として、避難所等と防災拠点の耐震性能の確保が重要である。 

 

【島しょ地区】 

平安座島と浜比嘉島、宮城島で震度６弱と想定されている。また、宮城島の一部、伊計島、津

堅島で震度５強が中心となっており、旧耐震基準の施設を中心として、耐震性能の確保に留意が

必要である。 

また、特に島しょ地区は、地震災害時、海中道路の被災による機能低下で、孤立する可能性が

ある。 

 

 

図 想定地震×社会基盤施設等（与勝地区） 図 想定地震×社会基盤施設等（島しょ地区） 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査 

海中道路 

平安座島 

宮城島 

伊計島 

浜比嘉島 

津堅島 

震度階級

７

６強

６弱

５強

５弱

４

凡例

指定避難所(収容避難所)

広域避難所

指定緊急避難場所(一時避難場所)

福祉避難所

緊急輸送道路(国道、県道)
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④ 想定地震（液状化）による社会基盤施設等への被害 

液状化が発生する地域では、建物の沈下・傾斜や道路の陥没、地下埋設物を中心としたライフ

ラインへの影響等の被害が発生する可能性がある。 

市全域を通して、「液状化危険度が高い区域」と「極めて低い区域」に大きく二区分され、危

険度が高い区域において重点的な対応が必要である。 

 

【石川地区】 

石川一丁目・二丁目を中心とした範囲及び天願川上流地域の一部が、液状化危険度が高い区域

と想定されている。 

液状化が発生した場合、市街地や港湾施設、液状化危険度の高い区域を通過する国道３２９号

や石川バイパスなどの緊急輸送道路等の利用に影響する可能性がある。 

 

【具志川地区】 

天願川下流や中城湾港新港地区を中心に、液状化危険度が高い区域と想定されている。 

液状化が発生した場合、市街地や港湾施設、液状化危険度の高い区域を通過する県道１６号や

県道３３号の緊急輸送道路等の利用に影響する可能性がある。 

液状化危険度が高い中城湾港新港地区では、液状化が発生し施設が破損した場合、その地域に

立地する企業に大きな影響を与える可能性がある。 

 

 

図 液状化×社会基盤施設等（石川地区） 図 液状化×社会基盤施設等（具志川地区） 

石川バイパス 

天願川上流地域 

国道３２９号 

県道１６号 

県道３３号 

中城湾港新港地区 

天願川下流地域 

 

石川一丁目・二丁目 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査 

液状化危険度

高い(15＜PL)

やや高い(5＜PL≦15)

低い(0＜PL≦5)

極めて低い(PL＝0)

凡例

指定避難所(収容避難所)

広域避難所

指定緊急避難場所(一時避難場所)

福祉避難所

緊急輸送道路(国道、県道)
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【与勝地区】 

与勝地区では、金武湾沿岸を中心と地区南部のホワイトビーチで液状化危険度が高い区域と想

定されている。 

液状化が発生した場合、緊急輸送道路である県道３７号沿道等を中心として、被害が発生する

可能性がある。 

 

【島しょ地区】 

島しょ地区では、平安座島の広い範囲と浜比嘉島、津堅島の一部で液状化危険度が高いと想定

されている。 

海中道路や港湾施設周辺の液状化危険度が高く、液状化発生時により当該施設が損壊した場合、

島しょ地区が孤立する可能性がある。 

 

 

図 液状化×社会基盤施設等（与勝地区） 図 液状化×社会基盤施設等（島しょ地区） 

海中道路 

 

    

  

平安座島 

宮城島 

浜比嘉島 

津堅島 

伊計島 

金 武 湾 

  
ホワイトビーチ 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査 

液状化危険度

高い(15＜PL)

やや高い(5＜PL≦15)

低い(0＜PL≦5)

極めて低い(PL＝0)

凡例

指定避難所(収容避難所)

広域避難所

指定緊急避難場所(一時避難場所)

福祉避難所

緊急輸送道路(国道、県道)

県道３７号 

液状化の危険度が高い港湾 
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⑤ 想定地震（揺れ）による高齢者への影響 

高齢者数（65歳以上人口）が 150 人以上の町丁目が市内に広く存在しており、一部では 500 人

以上となる地区もある。 

市内は、広い範囲で震度６弱以上となることが想定されており、地震発生時の避難行動も広い

範囲で発生すると考えられる。特に高齢者は、避難行動において支援等が必要となる可能性があ

る。 

 

【石川地区】 

石川 1丁目・2丁目等、高齢者人口が多い地区では、災害時の避難行動が課題となる可能性が

あり、留意が必要である。また、高齢化率の視点からは、例えば石川南栄等のように人数自体は

比較的少なくとも高齢化率が高い地区として留意が必要である。 

当該地区では、地震時の揺れとして、広い範囲で震度 6弱が中心であるが、老朽建物を中心と

して建物が倒壊する可能性があり、高齢者数が多く、高齢化率も比較的高い区域では、避難行動

等について事前の検討が重要である。 

 

 

図 想定地震×高齢者分布（石川地区） 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査、国勢調査(平成２２年) 

図 高齢者人口の割合（石川地区） 
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４

※数字は高齢者数 
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【具志川地区】 

安慶名や昆布、天願等では、高齢者人口・高齢化率が共に高い傾向があり、地震時には震度６

強等となる区域が広がっている。 

当該地区を中心に、地震時の避難行動等に課題がある可能性があり、避難行動等について事前

の検討が重要である。 

 

 

 

図 想定地震×高齢者分布（具志川地区） 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査、国勢調査(平成２２年) 

図 高齢者人口の割合（具志川地区） 
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【与勝地区】 

勝連南風原や与那城屋慶名、勝連平敷屋、勝連平安名等において、高齢者が多い傾向があり、

地震時の揺れとして、震度６強が想定されている。 

当該地区の高齢化率は、地区内では比較的高い傾向もあることから、地震時の避難行動等に課

題がある可能性があり、避難行動等について事前の検討が重要である。 

 

 

図 想定地震×高齢者分布（与勝地区） 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査、国勢調査(平成２２年) 

勝連南風原 

図 高齢者人口の割合（与勝地区） 
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【島しょ地区】 

島しょ地区の全体的な傾向として、高齢化率が高い傾向がある。 

想定される震度は５強から６弱で、市街地が島内でも集約している傾向があることから、地域

全体で相互に支援しての避難行動等は比較的実施しやすいと考えられるが、高齢者の移動特性等

を踏まえた検討が重要と考えられる。 

 

 

図 想定地震×高齢者分布（島しょ地区） 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査、国勢調査(平成２２年) 

浜比嘉島 

津堅島 

宮城島 

伊計島 

平安座島 

図 高齢者人口の割合（島しょ地区） 
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２ 津波  

「沖縄県津波被害想定調査報告書（平成２５年３月）」による被害想定の調査結果を参考に、市の

津波災害を想定する。 

なお、複数の想定津波※のうち、市に対して最も大きな影響を与えると考えられる津波を、本計画

の想定災害の条件とする。 

※「沖縄県津波被害想定調査報告書」では、15 ケースの津波について想定されているが、各津波の確

率規模については整理されていないため、市への影響が最大となる津波を対象とすることとした。 

 

⑴ 想定津波 

① 想定津波による被害想定の概要 

八重山諸島南東沖地震、沖縄本島南東沖地震、沖縄本島東方沖地震の三連動地震による津波を

対象災害として想定する。 

石川地区、中城湾港新港地区、与勝地区東部、島しょ地区等の各地において、津波による浸水

が想定されている。 

 

 
※１ 影響開始時間(±20cm)：海岸・海域の人命に影響が出るおそれのある水位変化(±20cm)が生じるまでの時間 

※２ 影響開始時間(＋50cm)：避難に影響が出る恐れのある水位上昇(+50cm)が生じるまでの時間 

図 想定津波（八重山諸島南東沖地震、沖縄本島南東沖地震、沖縄本島東方沖地震の三連動地震による津波） 

 
出典：沖縄県津波被害想定調査報告書

±20cm※1 ＋50cm※2

12分 32分

石川

±20cm※1 ＋50cm※2

16分 26分

宇堅

±20cm※1 ＋50cm※2

23分 29分

照間

±20cm※1 ＋50cm※2

11分 26分

南風原

±20cm※1 ＋50cm※2

9分 14分

トマイ浜

±20cm※1 ＋50cm※2

5分 20分

平安座

±20cm※1 ＋50cm※2

4分 12分

池味

±20cm※1 ＋50cm※2

7分 14分

桃原

±20cm※1 ＋50cm※2

12分 19分

勝連浜

±20cm※1 ＋50cm※2

10分 18分

平敷屋
±20cm※1 ＋50cm※2

10分 16分

兼久
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⑵ 防災アセスメント（津波版） 

① 想定津波による社会基盤施設等への被害 

港湾部周辺を中心に津波が想定されている。津波により市民への直接的な被害の他、港湾施設

や緊急輸送道路等に被害を及ぼす可能性がある。港湾施設や緊急輸送道路等の被災により、地域

の被害がより拡大する可能性がある。 

 

【石川地区】 

石川地区において広い範囲で浸水が想定され、港湾周辺では浸水深が５ｍ以上となる。また、

赤崎地区の一部が津波避難困難区域に設定されている。 

津波の浸水想定範囲内に石川バイパスや国道３２９号線などの緊急輸送道路等が存在してお

り、災害時利用に影響する可能性が考えられる。 

 

【具志川地区】 

天願川下流や中城湾港新港地区の広い範囲で浸水が想定され、一部地域では浸水深が５ｍ以上

となる。また、中城湾港新港地区全域は津波避難困難区域に設定されている。 

津波の浸水想定範囲内に県道３３号線などの緊急輸送道路等が存在しており、災害時利用に影

響する可能性が考えられる。 

 

 

天願川下流 

中城湾港新港地区 
県道３３号 

図 想定津波×社会基盤施設等（具志川地区） 

参考：沖縄県津波被害想定調査報告書及び沖縄県津波困難地域図等 

図 想定津波×社会基盤施設等（石川地区） 

石川バイパス 

国道３２９号 

赤崎地区 

凡例

津波避難困難区域

津波被害想定浸水深

0～1.0ｍ未満

1.0ｍ以上～2.0ｍ未満

2.0ｍ以上～5.0ｍ未満

5.0ｍ以上～10.0ｍ未満

10.0ｍ以上

凡例

指定避難所(収容避難所)

広域避難所

指定緊急避難場所(一時避難場所)

福祉避難所

緊急輸送道路(国道、県道)
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【与勝地区】 

金武湾沿岸を中心に２ｍ以上の浸水深となる区域が広がっており、一部では１０ｍ以上となる

区域も存在している。また、海中道路は避難困難区域に設定されている 

津波の浸水想定範囲内に県道３７号線などの緊急輸送道路等が存在しており、災害時利用に影

響する可能性が考えられる。 

 

【島しょ地区】 

浜比嘉島の一部、宮城島の一部、伊計島の一部で１０ｍの津波浸水が想定されている。また、

平安座島と津堅島の広い範囲で５ｍ以上の津波浸水が想定されている。 

島しょ地区では、津波襲来時の海中道路利用者の避難行動が課題となる他、高台に至る道路が

比較的限定的であることを踏まえて避難行動に対応することが重要と考えられる。 

 

 

図 想定地震×社会基盤施設等（与勝地区） 図 想定地震×社会基盤施設等（島しょ地区） 

県道３７号 

参考：沖縄県津波被害想定調査報告書及び沖縄県津波困難地域図等

凡例

津波避難困難区域

津波被害想定浸水深

0～1.0ｍ未満

1.0ｍ以上～2.0ｍ未満

2.0ｍ以上～5.0ｍ未満

5.0ｍ以上～10.0ｍ未満

10.0ｍ以上
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指定避難所(収容避難所)
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緊急輸送道路(国道、県道)
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② 想定津波による避難への影響（全体人口） 

沿岸部を中心に津波による浸水が想定されている。浸水想定区域内で、人口が集積している地

域では、人的被害が拡大する可能性がある。 

また、昼間時の人口分布は、夜間とは異なる集積状況にあり、留意が必要となる。 

 

【石川地区】 

浸水が想定される範囲のうち、特に石川一丁目・二丁目を中心として人口が集積しており、特

に検討上の配慮が必要となる。 

浸水想定範囲が比較的広範囲にわたることから、垂直避難を含めた対応が重要と考えられる。 

 

【具志川地区】 

浸水想定範囲は、地区内では比較的人口密度が低い地区が該当するが、キャンプコートニーや

宇堅等、避難行動検討上で特徴的な施設が存在していることから、個別に留意した検討が重要と

考えられる。 

また、中城湾港新港地区は広い範囲で浸水が想定されており、立地企業の従業者等に留意した

検討が重要と考えられる。 

 

 

図 想定津波浸水区域×人口分布（石川地区） 図 想定津波浸水区域×人口分布（具志川地区） 

石川一丁目・二丁目 

中城湾港新港地区 

出典：沖縄県津波被害想定調査報告書、国勢調査(平成２２年) 

宇堅ビーチ 
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【与勝地区】 

沿岸部を中心に浸水が想定される範囲が連なっている。浸水の奥行きが比較的短距離な地区も

存在するが、与那城屋慶名等では、市街地が広く浸水することが想定されている。 

また、島しょ地区に繋がる海中道路利用者の対応について留意が必要である。 

 

【島しょ地区】 

島しょ部では、居住人口は島内でも限定的な範囲に集積しており、市街地はほぼ浸水範囲に含

まれている。島しょと連絡する海中道路が、津波襲来により機能不全になることも想定されるこ

とから、島内で簡潔する避難行動の検討が重要と考えられる。 

平安座島の企業地は、広い範囲で浸水が想定されることから、長距離の移動も念頭においた検

討が重要となる。また、伊計・大泊ビーチ等については、観光地としての特性も踏まえた検討が

重要である。 

 

 

図 想定津波浸水区域×人口分布（与勝地区） 図 想定津波浸水区域×人口分布（島しょ地区） 

与那城照間 

与那城 

与那城屋慶名 

与那城饟辺 

勝連平敷屋 

勝連南風原 

出典：沖縄県津波被害想定調査報告書、国勢調査(平成２２年)

伊計ビーチ 

大泊ビーチ
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③ 想定津波による建物被害の概要 

臨海部周辺を中心に津波による浸水が想定されており、津波による建物被害も想定されている。 

津波による建物倒壊は、建物内残留者への直接的な被害の他、がれきが浸水範囲内や港湾区域

内に広く漂流する可能性があり、陸上・海上の輸送等に大きく影響する可能性もある。 

 

【石川地区】 

石川一丁目・二丁目を中心に建物全壊が想定されている。浸水想定区域で全壊棟数も多い地域

では、緊急輸送道路である国道３２９号をはじめとした地区内道路の機能低下が想定されること

から、避難や緊急的な道路利用等を検討する必要がある。 

 

【具志川地区】 

天願川下流を中心として、建物全壊が想定されている。 

また、中城湾港新港地区内及び周辺が浸水想定範囲となっており、緊急輸送道路である県道３

３号が通過していることなどを踏まえ、避難や緊急的な道路利用等を検討する必要がある。 

 

 

図 想定津波による建物被害（石川地区） 図 想定津波による建物被害（具志川地区） 

 
石川一丁目・二丁目 

国道３２９号 

天願川下流 

県道３３号 

出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査 
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【与勝地区】 

金武湾沿岸を中心に広い範囲で建物全壊が想定されている。 

当該区域内を緊急輸送道路である県道３７号、２３９号が通過していることを踏まえ、避難や

緊急的な道路利用等を検討する必要がある。 

 

【島しょ地区】 

島しょ地区の港湾施設付近を中心に建物全壊が想定されている。地区内の道路を始め、港湾区

域内の施設についても機能低下する可能性があることから、それらを念頭に対策を検討する必要

がある。 

 

 

 

 

図 想定津波による建物被害（与勝地区） 図 想定津波による建物被害（島しょ地区） 
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出典：平成２５年度沖縄県地震被害想定調査 
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④ 想定津波による高齢者への影響 

津波の浸水リスクに対しては、地震発生直後からの避難行動が重要と考えられるが、高齢者等

の移動に制約が想定される住民等については、特に留意が重要と考えられる。 

 

【石川地区】 

津波による浸水が想定される範囲のうち、石川一丁目・二丁目、石川赤崎二丁目等では、比較

的高齢者数が多い。 

浸水範囲が一定程度広く、高齢者の移動可能性等を考慮し、垂直避難を含めた検討が必要とな

ると考えられ、受け入れ可能人数等を考慮した避難対応等の検討が重要である。 

 

 

図 想定津波×高齢者分布（石川地区） 

出典：沖縄県津波被害想定調査報告書、国勢調査(平成２２年) 

図 高齢者人口の割合（石川地区） 

石川１丁目 

石川２丁目 石川２丁目 

石川１丁目 

石川赤崎二丁目 

石川赤崎二丁目 

※数字は高齢者数 
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【具志川地区】 

津波による浸水が想定される範囲のうち、天願川下流や中城湾港新港地区の周辺は、浸水範囲

が比較的広範囲にわたり、一定の高齢者数が存在することから、垂直避難を念頭に、避難対応等

の検討が必要である。 

特に、中城湾港新港地区は、多数の昼間人口の存在が想定されることにも配慮した検討が重要

と考えられる。 

 

 

 

 

図 想定津波×高齢者分布（具志川地区） 

具志川 

中城湾港新港地区 

天願川下流 

出典：沖縄県津波被害想定調査報告書、国勢調査(平成２２年)

図 高齢者人口の割合（具志川地区） 
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0
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【与勝地区】 

臨海部を中心として、広い範囲で津波による浸水が想定されており、高齢者数も比較的多い傾

向がある。 

特に与那城饟辺地区では、一部で１０ｍを超える浸水深となることも想定され、垂直避難の検

討においても留意が必要である。極力内陸部の高台への避難が望ましいと考えられるが、高齢者

の移動可能性等を踏まえた検討が重要である。 

 

 

図 想定津波×高齢者分布（与勝地区） 

与那城照間 

与那城屋慶名 

与那城饟辺 

勝連平敷屋 

ホワイトビーチ 

出典：沖縄県津波被害想定調査報告書、国勢調査(平成２２年)

図 高齢者人口の割合（与勝地区） 
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【島しょ地区】 

島しょ地区では、全体的に高齢化率が高く、35％以上となる地区が主である。 

津波により、島内の市街地の大部分が浸水し、一部で１０ｍを超える浸水深も想定されている

ことから、垂直避難の検討においても留意が必要である。 

極力内陸部の高台への避難が望ましいと考えられるが、高齢者の移動可能性等を踏まえた検討

が重要である。 

 

 

 

図 想定津波×高齢者分布（島しょ地区） 

出典：沖縄県津波被害想定調査報告書、国勢調査(平成２２年)

図 高齢者人口の割合（島しょ地区） 
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※数字は高齢者数 
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３ 風水害  

「沖縄県津波・高潮被害想定調査概要報告書（平成１９年３月）」による被害想定の調査結果を参

考に、うるま市の高潮を想定する。また、平成２４年に指定された天願川浸水想定区域図と平成２５

年に指定された土砂災害危険区域等を参考にうるま市の洪水、土砂災害を想定する。 

なお、複数の想定台風のうち、本市に対して最も大きな影響を与えると考えられる台風を、本計画

の想定災害の条件とする。 

 

⑴ 想定風水害 

想定台風５１１５（RUTH）による高潮を対象災害として想定する。 

※想定台風５１１５（RUTH）：台風の経路を東へ移動させ、沖縄本島と久米島の中間を北上する

台風。台風の最低気圧９２５ｈＰａを８７０ｈＰａに下げ、過去の台

風のなかで最も低い中心気圧としたもの。 

 

① 想定台風による高潮被害の概要 

石川地区、中城湾港新港地区、与勝東部、平安座島等の沿岸部を中心として、高潮による浸水

被害が想定されている。特に、中城湾港新港地区、与勝東部、平安座島で２．０ｍ以上の高潮浸

水が想定されている。 

 

図 想定台風５１１５（RUTH）による高潮 

 出典：沖縄県津波・高潮被害想定調査概要報告書
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② 洪水災害・土砂災害の概要   

市内には、石川川、天願川、川崎川及び屋慶名川があり、そのなかで、天願川については、水

防法第１４条により浸水想定区域として指定・公表されている。 

 また、土砂災害（急傾斜地崩壊、土石流、地すべり）のおそれのある区域については、土砂災

害防止法に基づく「土砂災害警戒区域（イエローゾーン）」や「土砂災害特別警戒区域（レッド

ゾーン）」の指定が行われているが、本市では、３２箇所で「土砂災害警戒区域（イエローゾー

ン）」が指定されている。 

 

 

図 土砂・洪水災害 

 

 

出典：天願川浸水想定区域図(平成２４年１１月)、沖縄県地図情報システム 

凡例

土砂災害警戒区域

天願川浸水想定区域図

0.5m未満

0.5～1.0m

1.0～2.0m

2.0～5.0m

5.0m以上

凡例

天願川
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⑵ 風水害時に想定される被害の概要 

① 想定高潮による社会基盤施設等への被害 

港湾部を中心に高潮による浸水が想定されている。浸水により港湾施設や緊急輸送道路、避難

所等に被害を及ぼす可能性がある。港湾施設や緊急輸送道路、避難所等が被災することは、被害

をより拡大させる可能性がある。 

 

【石川地区】 

石川地区を中心に浸水想定範囲が広がっており、一部では２ｍ以上の浸水深が想定されている。 

複数の避難場所等が、浸水想定区域内に立地しており、避難対応上の課題となる。 

石川バイパスや国道３２９号線などの緊急輸送道路等が浸水範囲を通過しており、浸水時の利

用に影響する可能性がある。 

 

【具志川地区】 

中城湾港新港地区を中心に広い範囲で浸水が想定されている。 

県道３３号線（緊急輸送道路）が浸水想定範囲を通過しており、被災時の利用に影響する可能

性がある。 

 

 

図 想定高潮×社会基盤施設等（石川地区） 図 想定高潮×社会基盤施設等（具志川地区） 

石川バイパス 

国道３２９号 

県道３３号 中城湾港新港地区 

出典：沖縄県津波・高潮被害想定調査概要報告書

高潮浸水想定区域図

0～0.5ｍ未満

0.5ｍ以上～1.0ｍ未満

1.0ｍ以上～2.0ｍ未満

2.0ｍ以上～5.0ｍ未満

5.0ｍ以上

凡例

指定避難所(収容避難所)

広域避難所

指定緊急避難場所(一時避難場所)

福祉避難所

緊急輸送道路(国道、県道)
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【与勝地区】 

金武湾沿岸を中心に浸水想定範囲が広がっており、浸水想定深が２ｍ以上となる区域が大部分

を占めている。 

複数の避難場所等が浸水想定区域内に立地しており、避難対応上の課題となる。 

県道３７号線（緊急輸送道路）が浸水想定範囲を通過しており、被災時の利用に影響する可能

性がある。 

 

【島しょ地区】 

沿岸部を中心に浸水が想定される範囲が存在しており、特に平安座島では、広い範囲で最大２

ｍ以上の浸水深、津堅島では５ｍ以上の浸水深が想定されている。 

島しょ地区は、海中道路や港湾施設周辺を中心に高潮が想定されていることから、浸水により

施設が破損した場合、孤立する可能性がある。 

 

 

 

図 想定高潮×社会基盤施設等（与勝地区） 図 想定高潮×社会基盤施設等（島しょ地区） 

県道３７号 

出典：沖縄県津波・高潮被害想定調査概要報告書 

平安座島 

高潮浸水想定区域図
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② 想定高潮による高齢者の避難への被害 

高潮の浸水に対しては、気象情報等を活用した事前の避難行動が有効であるが、高齢者等の移

動に制約が想定される住民等については、特に留意が重要と考えられる。 

 

【石川地区】 

高潮による浸水が想定される範囲には、臨港部の他、比較的高齢者が多い市街地（石川 1丁目・

2 丁目）が含まれることから、当該地区を中心に避難行動等について事前の検討が重要である。 

 

 

図 想定高潮×高齢者分布（石川地区） 

出典：沖縄県津波・高潮被害想定調査概要報告書、国勢調査(平成２２年)

図 高齢者人口の割合（石川地区） 
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【具志川地区】 

高潮による浸水が想定される範囲のうち、前原、豊原、塩屋、川田等の地区は、高齢化率は比

較的高くないものの、高齢者数は各地区に 170 名前後が居住しており、留意した避難行動等の検

討が重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 想定高潮×高齢者分布（具志川地区） 

前原 

豊原 塩屋 

川田 

出典：沖縄県津波・高潮被害想定調査概要報告書、国勢調査(平成２２年) 

図 高齢者人口の割合（具志川地区） 
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【与勝地区】 

高潮による浸水が想定される範囲のうち、勝連南風原、与那城照間、与那城屋慶名地区は、高

齢化率も 20％以上と相対的に高く、高齢者数が多いことから、高齢者の存在を踏まえた避難行動

等の検討が重要である。 

 

 

 

図 想定高潮×高齢者分布（与勝地区） 

与那城照間 

与那城屋慶名 

出典：沖縄県津波・高潮被害想定調査概要報告書、国勢調査(平成２２年) 

図 高齢者人口の割合（与勝地区） 
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【島しょ地区】 

島しょ地区では、全体的に高齢化率が高く、35％以上となる地区が主である。 

各島に高潮による浸水想定範囲が存在するが、浸水想定区域外となる範囲も存在するため、各

集落の立地特性を踏まえた避難行動の検討が重要である。 

 

 

 

図 想定高潮×高齢者分布（島しょ地区） 

出典：沖縄県津波・高潮被害想定調査概要報告書、国勢調査(平成２２年) 

図 高齢者人口の割合（島しょ地区） 
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③ 土砂災害警戒区域による社会基盤施設等への被害 

土砂災害警戒区域においては、建物等が甚大な被害を受ける可能性があり、住宅等をはじめ、

防災上の重要施設等の立地を回避することが重要となる。 

 

【石川地区】 

石川地区では、土砂災害警戒区域は比較的少ないが、市街地内に分布しており、発生時の宅地

等への影響が懸念される。また、県道７５号の沿道に土砂災害警戒区域があり、土砂災害が発生

した場合、県道７５号線の利用に影響する可能性がある。 

大雨時、天願川の洪水により、国道３２９号は天願川と交差している箇所で寸断される可能性

がある。 

 

【具志川地区】 

県道１６号の北部を中心に土砂災害警戒区域が分布している。 

大雨時、天願川の洪水により、県道２２４号は天願川と交差している箇所で寸断される可能性

がある。 

 

 

図 土砂災害×社会基盤施設等（石川地区） 図 土砂災害×社会基盤施設等（具志川地区） 

国道３２９号と天願川が交差している箇所 

県道７５号 

出典：天願川浸水想定区域図(平成２４年１１月)、沖縄県地図情報システム

県道１６号 
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【与勝地区】 

与勝地区での土砂災害警戒区域は、南風原（シートピア勝連）と屋慶名地区に分布している。 

また、県道３７号の沿道に土砂災害警戒区域があり、土砂災害が発生した場合、県道３７号線

の利用に影響する可能性がある。 

 

【島しょ地区】 

島しょ地区での土砂災害警戒区域は、主に宮城島（池味、上原、宮城）と浜比嘉島（浜、比嘉）

に分布している。 

宮城島の宮城児童館（宮城公民館）と宮城地区集落総合管理施設（池味公民館）周辺や浜比嘉

島の旧比嘉小学校特別教室棟周辺に土砂災害警戒区域が分布しており、留意が必要である。 

 

 

図 土砂災害×社会基盤施設等（与勝地区） 図 土砂災害×社会基盤施設等（島しょ地区） 

出典：天願川浸水想定区域図(平成２４年１１月)、沖縄県地図情報システム

凡例
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４ 石油コンビナート災害  

 

県は、消防庁「石油コンビナートの防災アセスメント指針（平成１３年）」に基づく防災アセスメ

ントを実施し、想定すべき災害の検討を行っており、「沖縄県石油コンビナート等災害計画 第２章 

災害基本計画」に示される内容は以下のとおりである。 

 

⑴ 平常時の災害想定 

平常時の事故については、過去の事故発生頻度に基づく災害発生頻度と災害が発生した場合の影

響度の双方から、リスクマトリックスを用いて災害の評価を行った。 

評価結果に基づき想定すべき災害を検討する場合、影響度の大きい災害についての対策を優先す

るとともに、一定レベル以上の発生頻度の災害については影響度の大小に関わらず想定しておく必

要があると考えられることから、平常時において想定される災害を次のように段階別に捉えること

とした。 

 

・ 災害の発生頻度がＢレベル（１０－５/年程度）以上の災害（以下、「Ｂレベルの災害」という。） 

→現実的に起こり得ると考えて対策を検討しておくべき災害 

・ 災害の発生頻度がＣレベル（１０－６/年程度）以上の災害（以下、「Ｃレベルの災害」という。） 

→発生する可能性が相当小さい災害を含むが、万一に備えて対策を検討しておくべき災害 

※  同レベルの災害の中では、影響度の大きいものの対策を優先する。 

 

① 危険物タンクの火災 

ア 流出火災 

Ｂレベルの災害は、付属配管からの漏洩やタンク本体の小破漏洩による、少量及び中量流出

火災などのタンク周辺での比較的規模の小さい流出火災である（流出規模の想定については次

表を参照）。人体に対する放射熱の影響距離（２，３２４J/m2s）は、タンク中心から５０ｍ以

内の範囲におさまる。 

Ｃレベルの災害にはタンク周辺での流出火災に加え、仕切堤内、防油堤内の流出火災が該当

する。仕切堤、防油堤面積が大きい場合には放射熱の影響距離も大きくなるが（最大で半径１

００～２００ｍ）、流出油が堤内全面に広がる可能性は小さいものと考えられる。 

なお、貯蔵物質が第１石油類である場合は、漏洩後に何らかの火源により着火して火災とな

る危険性が高い。 

表 流出規模の区分 

少量流出 内容物が流出して緊急遮断により短時間で停止する。 

中量流出 漏洩停止が遅れて流出がしばらく継続する。 

大量流出 長時間にわたって漏洩が停止できず、流出が拡大する。 

全量（長時間）流出 漏洩停止ができずに長時間にわたって内容物の全量が流出する。 

全量（短時間）流出 タンク本体の大破により、短時間に全量が流出する。 
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 イ タンク火災 

Ｂレベルの災害は、タンクの小火災である。人体に対する放射熱の影響距離はタンク中から

２０ｍ以内の範囲におさまる。 

Ｃレベルの災害はタンク小火災、リング火災（浮き屋根式タンクのみ）、タンク全面火災も

ある。放射熱の影響距離はＢレベルの災害よりもやや大きく、最大で半径５０～１００ｍとな

るものがある。 

 

② ガスタンクの爆発・火災 

ア ガス爆発 

Ｂレベルの災害は可燃生ガスの少量流出による爆発があり、爆風圧の影響距離は、最大でも

タンク中心から５０ｍ以内である。 

Ｃレベルの災害には可燃性ガスの少量及び中量流出による爆発が該当する。災害の規模はＢ

レベルの災害よりも大きくなるが、爆風圧の影響距離は半径５０ｍの範囲内におさまる。 

 

イ フラッシュ火災 

Ｂレベルの災害は可燃性ガスの少量流出によるフラッシュ火災である。影響距離は、最大で、

タンク中心から５０～１００ｍの範囲となる。 

Ｃレベルの災害には可燃性ガスの少量流出及び中量流出によるフラッシュ火災が該当し、影

響距離は最大で半径１００～２００ｍとなることもある。 

 

⑵ 地震時の災害想定 

地震時の短周期地震動による被害については、地震が発生したときの施設被害率とその影響度か

ら、リスクマトリックスを用いて災害の評価を行った。 

前提となる地震動には、Ｊ－ＳＨＩＳの確率論的地震動予測地図の評価結果（今後５０年に５％

の確率で見舞われる地震動）を用いた。また、前提となる液状化危険度には、沖縄県地震被害想定

調査におけるＰＬ値の最大を用いた。さらに、地表地震動からコンビナート施設には実効的に作用

する加速度（実行加速度）を算出し、施設被害率の推定を用いた。これらの値は評価地点ごとに異

なり、実行加速度は２６０～３６０gal 程度、液状化危険度はＰＬ値１５～３０以上である。 

評価結果に基づき想定すべき災害を検証する場合の考え方は、基本的に平常時と同様であり、影

響度の大きい災害についての対策を優先するとともに、一定レベル以上の発生確率の災害について

は影響どの大小に関わらず想定しておく必要があることから、災害を次のように段階的に考える。 

 

・ 災害の発生頻度がＢレベル（１０－３/年程度）以上の災害（以下、「Ｂレベルの災害」という。） 

→発生する可能性があると考えて対策を検討しておくべき災害 

・ 災害の発生頻度がＣレベル（１０－４/年程度）以上の災害（以下、「Ｃレベルの災害」という。） 

→発生する可能性が相当小さい災害を含むが、万一に備えて対策を検討しておくべき災害 

 

※  同レベルの災害の中では、影響度の大きいものの対策を優先する。 

また、地震時の長周期地震動に関しては最近の法改正等を踏まえ、危険物タンクのスロッシング

被害（スロッシングとは、タンクのような液体が入っている容器に振動を与えた場合、内部の液体
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が揺動する現象を言う。）について、タンクのスロッシング固有周期と消防法で想定しているスロ

ッシング最大波高の整理に基づいた災害危険性の評価を行った。 

① 危険物タンクの火災 

ア 流出火災 

Ｂレベルの災害は、タンク周辺での流出火災（少量及び中量流出火災）や仕切堤内流出火災

であり、人体に対する放射熱の影響距離（２，３２４J/m2s 以上）は、最大で半径５０ｍの範

囲内でおさまる。 

Ｃレベルの災害にはＢレベルの災害に加え、防油堤内流出火災が該当する。影響範囲は最大

で半径１００～２００ｍの範囲となる。地震時においては、特に旧法・旧基準タンクで規模の

大きい災害が抽出されている。 

 

イ タンク火災 

地震時のタンク火災の多くは長周期地震動によるスロッシング被害と考えられることから、

短周期地震動による被害のような確率的評価は行わず、タンクのスロッシング固有周期に基づ

いた災害危険性の評価を行った。平安座地区の特定タンクについては、Ｈc（タンク側板の最

上端までの空間高さ）が２ｍを越えるタンクは存在せず、また、すべてのタンクがＨcを遵守

しているため、スロッシングによる内容物の溢流、整備の破損、火災の危険性は比較的小さい。

準特定タンクについては、Ｈcが２ｍを越えるタンクは存在せず、その内、２基の準特定タン

クでは、改正告示によるＨc（準特定タンクには適用されない）が本調査時点での余裕空間高

さを下回っているため、スロッシングによる内容物の溢流、火災の危険性は比較的小さい。た

だし、１１秒付近で同一の固有周期をもつタンクが多く存在することから、これらのタンクで

は地震により、同様のスロッシングが生じる、従って、予想を超える長周期地震動がコンビナ

ート内で生じた場合には、災害が同時多発する危険性があるので、注意が必要である。 

 

② ガスタンクの爆発・火災 

ア ガス爆発 

Ｂレベル、Ｃレベルともに、災害は可燃性ガスの少量流出による爆発があり、爆風圧の影響

距離は、最大のものでもタンク中心から５０ｍ以内におさまる。 

 

イ フラッシュ火災 

Ｂレベル、Ｃレベルともに、災害は可燃性ガスの少量流出によるフラッシュ火災である。フ

ラッシュ火災の閾値は可燃性ガスの爆発下限界濃度の１/２の濃度であり、その影響範囲は最

大でタンク中心から５０～１００ｍの範囲となる。 

 

⑶ 海上災害（接岸船舶火災及び石油類流出災害） 

① 想定船舶 

金武湾、入港最大級タンカー（５０万総トン） 

 

② 原因の想定 

ア 衝突、座礁による 

着浅時又は他船との衝突又は座礁による外板亀裂 

 



第１編 基本編 第１章 総則 

基本編-49 

イ その他 

機器の取扱い不良等による油流出又は火災、爆発 

 

③ 災害の想定 

ア 流出油による被害想定 

金武湾内に１．１万 kｌの原油が流出し、港内一面に広がったと仮定すると、その油層は約

７．５mmの厚さで海面を覆うことが想定される。また、風、潮流の影響がある場合、一部は湾

内に滞留し、他は外洋に移動拡散することが想定される。流出油事故のみで火災に至らなかっ

た場合、その被害は、ほぼ流出油量に比例する。 

 

イ 火災等による災害の想定 

流出した原油には、引火の危険性、海面から蒸発したガスによる中毒の危険性、原油への引

火延焼による陸上の人口密集地帯や重要施設への延焼及び海面火災等による輻射熱によりあ

る範囲の固形有機物への引火又は火傷の危険性が想定される。 

危険範囲を定め、実際の作業用に活用することは非常に困難である。また、不確定要素が多

い現状では危険であるが、これまでに示された実験資料から次のことがいえる。 

(ｱ) 流出油の場合 

ｱ) 引火、中毒のおそれがあるガス濃度の危険範囲 

ｲ) 人体に影響のないガス濃度の範囲 

ｱ)、ｲ)の範囲は、流出油面半径の３倍以遠 

(ｲ) 海面火災の場合 

輻射熱によって有機物に引火する危険範囲は、流出油面半径の１．２５倍以内 

 

⑷ 台風による災害 

① 台風により主荷重及び風荷重によって生じる応力度が耐圧度を越えた場合、破損が起こり、タ

ンク内の流出、あふれ等により火源があることにより着火のおそれがある。 

 

② 危険物施設構内の台風による物の飛散等により、貯蔵施設及び製造施設の破損が予想され、油

流出等への対応が必要である。 
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第５節 防災関係機関等の処理すべき業務の大綱                   
市の地域を管轄する市消防、沖縄県、自衛隊、地域地方行政機関、指定公共機関、市内の公共的団体

及びその他防災上重要な施設の管理者等が防災に関し処理すべき事務又は業務の大綱は、おおむね次の

とおりである。 

 

１ 市・市消防・沖縄県  

機 関 名 所 掌 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

う る ま 市 

① 防災会議及び災害対策本部に関する業務 

② 防災に関する施設及び設備の整備 

③ 防災に必要な物資及び資材の備蓄整備及び点検 

④ 民間事業者との連携 

⑤ 公共的団体及び自主防災組織の育成、指導 

⑥ 災害時における交通輸送の確保 

⑦ 災害に関する警報の発令・伝達及び避難措置 

⑧ 災害情報の収集、伝達及び被害調査 

⑨ 災害時の保健衛生及び文教対策 

⑩ 被災者に対する救援、生活支援及び融資等の対策 

⑪ 所管する被災施設の災害復旧 

⑫ 防災に関する調査研究 

⑬ 地域の防災関係機関及び防災上重要な施設の管理者が実施する応急対策

等の調整 

⑭ 防災に関する組織の整備 

⑮ 防災まちづくり事業の推進 

⑯ 防災に関する広報・教育・訓練の実施 

⑰ 災害対策に関する近隣市町村間の相互応援協力 

⑱ その他災害発生の防御又は拡大防止のための措置 

うるま市消防本部 

① 消防、水防、その他応急措置に関すること 

② 救助、救出活動及び避難誘導に関すること 

③ 住民への予報・警報の伝達に関すること 

④ その他災害発生の防御又は拡大防止のための措置 

沖 縄 県 

① 防災に関する広報・教育・訓練の実施 

② 防災に必要な物資及び資材の備蓄整備 

③ 防災に関する施設及び設備の整備 

④ 災害に関する警報の発令、伝達及び避難措置 

⑤ 災害情報の収集、伝達及び被害調査 

⑥ 水防、消防、救助その他の応急措置 

⑦ 災害時の保健衛生及び文教対 

⑧ 災害時における交通輸送の確保 

⑨ 所管の被災施設の災害復旧 

⑩ 被災者に対する救援、生活再建支援及び融資等の対策 

⑪ 市が処理する防災に関する事務又は業務の実施についての援助及び調整 

⑫ その他災害の発生の防御又は拡大防止のための措置 
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機 関 名 所 掌 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

沖縄県立中部病院 災害時における医療、助産、看護活動の実施 

沖縄県
 

中部土木事務所
 

所管施設（道路、橋梁、河川、港湾（中城湾港新港地区を除く）海岸保全

施設等）の災害予防、災害時における応急対策、災害復 旧対策並びにこれ

らの指導 

沖縄県 

中部土木事務所 

中城湾港分室 

所管施設（港湾施設（中城湾港新港地区））の災害予防、災害時における応

急対策、災害復旧対策並びにこれらの指導 

沖縄県
 

中部農林土木事務所
 

所管施設（農道、農地、かんがい施設、農業用ダム、漁港、海岸保全施設

等）の災害予防、災害時における応急対策及び災害復 旧対策並びにこれら

の指導 

沖縄県中部農業改良 

普及センター 

① 農作物の災害応急対策及び指導 

② 市が行う被害調査及び応急対策への協力 

沖縄県 

中部福祉保健所 

災害時における管内保健衛生対策及び指導 

沖縄県企業局
 ① 災害時における給水の確保 

② 所管水道施設の被害調査及び災害復旧 

うるま警察署 

石川警察署 

① 災害警備計画に関すること 

② 被害情報の収集伝達及び被害実態の把握に関すること  

③ 被災者の救出救助及び避難指示・誘導に関すること 

④ 交通規制・交通管制に関すること 

⑤ 死体の見分・検視及び行方不明者の捜索に関すること 

⑥ 犯罪の予防等社会秩序の維持に関すること 

  

２ 自衛隊  

自 衛 隊 

⑴ 災害派遣の準備 

① 災害に関する情報の収集 

② 災害派遣に関する計画の整備 

③ 災害派遣に関する準備の実施 

④ 災害即応態勢の維持向上 

⑤ 防災訓練等への参加 

⑵ 災害派遣の実施 

① 人命又は財産の保護のために緊急に部隊等を派遣して行う必要のある

応急救援又は応急復旧の実施に関すること 

② 災害救助のため、防衛庁の管理に属する物品の無償貸与及び譲渡に関

すること 
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３ 指定地方行政機関  

機 関 名 所 掌 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

内閣府 

沖縄総合事務局 

⑴ 総務部 

① 沖縄総合事務局の庶務及び連絡調整に関すること 

② 沖縄総合事務局所管の被害状況調査の総括に関すること 

⑵ 財務部 

① 地方公共団体に対する災害融資 

② 災害時における金融機関に対する緊急措置の指示 

③ 公共土木等被災施設の査定の立会 

④ 地方自治体単独災害復旧事業（起債分を含む）の査定 

⑶ 農林水産部 

① 農林水産業に係る被害状況等災害に関する情報の収集、報告 

② 農林水産関係施設との応急復旧及び二次災害防止対策 

③ 家畜の伝染性疾秒の発生予防及びまん延防災対策 

④ 応急用食料、災害復旧用材等の調達・供給対策 

⑷ 経済産業部 

① 災害時における所掌に係る物資の需給及び価格の安定対策 

② 被災商工業者に対する金融、税制及び労務 

⑸  開発建設部 

① 直轄国道に関する災害対策 

② 直轄ダムに関する警報等の発令伝達及び災害対策 

③ 直轄港湾等災害復旧事業に関する災害対策 

④ 公共土木施設の応急復旧事業に関する災害対策 

⑤ 大規模土砂災害における緊急調査 

⑹ 運輸部 

① 災害時における陸上及び海上輸送の調査及び車両、船舶等の安全対策 

② 災害時における自動車運送事業者に対する運送及び船舶運航事業者

に対する航海等の協力要請 

③ 災害時における輸送関係機関と輸送荷役機関との連絡調整 

沖縄森林管理署
 

① 国有林野の保安林、治山施設等の管理及び整備 

② 災害応急用材の需給対策 

③ 林野火災防止対策 

那覇産業保安 

監督事務所 

災害時における火薬、高圧ガス、都市ガス及び電気施設等の保安の確保 

沖縄防衛局
 

① 米軍の活動に起因する災害等が発生した場合の関係機関への連絡調整 

② 所管財産（周辺財産）の使用に関する連絡調整 

③ 「災害時における沖縄県と在沖米軍との相互連携マニュアル」に関する

支援及び連絡事項 

④ 日米地位協定等に基づく損害賠償 

⑤ 地方公共団体等への連絡調整支援及び技術支援等 
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機 関 名 所 掌 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

第十一管区海上保安本部 

（中城海上保安部） 

① 警報等の伝達に関すること 

② 情報の収集に関すること 

③ 海難救助等に関すること 

④ 緊急輸送に関すること 

⑤ 物資の無償貸与又は譲与に関すること 

⑥ 関係機関等の災害応急対策の実施に対する支援に関すること 

⑦ 流出油等の防除に関すること 

⑧ 海上交通安全の確保に関すること 

⑨ 警戒区域の設定に関すること 

⑩ 治安の維持に関すること 

⑪ 危険物の保安措置に関すること 

気象庁
 

沖縄気象台
 

① 気象、地象、水象の観測及びその成果の収集、発表を行う。 

② 気象、地象（地震にあっては発生した断層運動による地震動に限る）、

水象の予報及び警報等の防災情報の発表、伝達及び解説を行う。 

③ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に努める。 

④ 市町村が行う防災対策に関する技術的な支援・助言を行う。 

⑤ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に努める。 

総務省 

沖縄総合通信事務所 

① 非常の場合の電気通信の監理（非常通信に係る無線局の臨機の措置、臨

時災害 FM局の開設など） 

② 災害時における非常通信の確保 

③ 災害対策用移動通信機器の貸出 

④ 沖縄地方非常通信協議会との連携・調整 

沖縄労働局 
① 災害時における労働災害防止対策 

② 災害に関連した失業者の雇用対策 

九州地方環境事務所 

那覇自然環境事務所 

① 災害廃棄物等の処理に関すること 

② 環境監視体制の支援に関すること 

③ 飼育動物の保護等に係る支援に関すること 
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４ 指定公共機関  

機 関 名 所 掌 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

日本赤十字社 

沖縄県支部 

① 災害時における医療、助産医療救護活動の実施並びに遺体処理等の協力 

② 地方公共団体以外の団体又は個人が行う救助に関するボランティア活動

の連絡調整の実施 

③ 義援金品の募集及び配分の協力 

④ 災害時における血液製剤の供給 

日本銀行那覇支店 
銀行券の発行及び通貨・金融の調整を行うとともに、資金決済の確保を図

り、信用秩序の維持 

沖縄電力株式会社
 ① 電力施設の整備及び防災管理 

② 災害時における電力供給の確保 

日本放送協会 

沖縄放送局 

気象警報等の災害情報の放送による周知徹底及び防災知識の普及等の災害

広報 

ＮＴＴ西日本 

㈱沖縄支店 

電信電話施設の保全と重要通信の確保 

㈱ＮＴＴドコモ 

九州沖縄支店 

移動通信施設の保全と重要通信の確保 

西日本高速道路㈱ 

沖縄管理事務所 

① 管理道路の防災管理 

② 被災道路の復旧 

日本郵便㈱ 

沖縄支社 

① 災害時における郵便事業運営の確保 

② 災害における郵便事業に係る災害特別事務取扱 

③ 災害時における窓口業務の確保 

 

５ 指定地方公共機関 

機 関 名 所 掌 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

沖縄県医師会  災害時における医療及び助産の実施 

沖縄県看護協会 災害時における医療及び助産の看護の実施体制への協力 

沖縄県バス協会 

① 災害時におけるバスによる被災者及び一般利用者等の輸送の協力に関す

る連絡調整 

② 災害時における輸送路線及び施設の確保に関する連絡調整 

琉球海運㈱ 災害時における船舶による救助物資等の輸送の確保 

日本トランス 

オーシャン航空㈱ 

災害時における航空機による救助物資等の輸送の協力 

沖縄県高圧ガス 

保安協会 

高圧ガス施設の防災対策及び災害時における高圧ガス供給並びに消費設備

にかかる復旧支援 

沖縄県婦人連合会  災害時における女性の福祉の増進 
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６ 公共的団体（機関）その他防災上重要な施設の管理者  

機 関 名 所 掌 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

中部地区医師会 災害時における医療及び助産の実施 

中部北環境施設組合 災害時のゴミ処理に関すること 

中部衛生施設組合 災害時のし尿処理に関すること 

 

農業協同組合 

① 市が行う農産物等被害調査及び応急対策への協力 

② 被災農家に対する融資又はその斡旋に関すること 

③ 農産物等の災害応急対策についての指導に関すること 

 

漁業協同組合 

① 市が行う水産物等被害調査及び応急対策への協力 

② 被災漁家に対する融資又はその斡旋に関すること 

③ 水産物等の災害応急対策についての指導に関すること 

 

うるま市商工会 

① 市が行う商工業施設被害調査及び応急対策への協力 

② 災害時における物価安定についての協力に関すること 

③ 救助用物資、復旧資材等の確保についての協力 

うるま市 

建設業者会 

災害対策活動上重要な道路の啓開、仮設道路等の設置、排水路等の応急対

策への協力に関すること 

中部電気工事業 

協 同 組 合 

市災害対策本部、避難所施設等の電気設備が被災した場合の応急対策への

協力に関すること 

危険物施設等 

の管理者 

① 安全管理の徹底 

② 防護施設の整備 

うるま市 

社会福祉協議会 

① 市が行う防災及び応急対策への協力 

② 被災者の救援活動に関すること 

うるま市民生委員 

児童委員協議会 

市が行う防災及び救援活動への協力に関すること 

うるま市 

赤十字奉仕団 

市が行う防災及び救援活動への協力に関すること 

うるま市自治会長 

連絡協議会 

（自主防災組織） 

地域における住民の避難誘導、被災者の救護、避難所の運営、防災その他

市が実施する応急対策についての協力に関すること 

うるま市食生活 

改善推進協議会 

避難所等における食生活などの栄養指導に関すること 

中城湾港開発 

推進協議会 

中城湾港新港地区の防災対策に関すること 

中城湾新港地区 

協議会 

中城湾港新港地区の防災対策に関すること 

金武中城港排出油等

防除協議会 

① 石油コンビナートからの流出油防除協力 

② 石油コンビナート危険物タンク火災の消火協力 

平安座地区石油コン

ビナート等特別防災

協議会 

① 石油コンビナートからの流出油防除協力 

② 石油コンビナート危険物タンク火災の消火協力 
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第６節 市民等の責務                               
 

市域において、大規模な災害による被害が発生した場合、市及び関係機関は、その総力と相互の協力

をもって災害対策に取り組むものとするが、その対応には限界がある。 

よって、災害対策基本法第７条（住民等の責務）に基づき、市民及び市内の各地域の自治会、自主防

災組織並びに事業者の防災上の基本的責務を次のとおりとし、市と協働・連携して、安全で安心な地域

づくりに積極的に参加するものとする。 

１ 市民  

⑴ 防災・減災の知識習得及び過去の災害の教訓を伝承する 

⑵ 自宅建物及び設備の減災措置及び避難行動を検討する 

⑶ 飲料水、食料及びその他の生活必需物資※を備蓄し、点検する 

⑷ 消防団、自主防災組織への参加及び活動に協力する 

⑸ 警報、避難情報等の収集及び家族・近所に伝達する 

⑹ 家族及び近所の避難行動要支援者等の避難を支援する 

⑺ 災害廃棄物を分別する 

⑻ その他自ら災害に備えるために必要な行動を行う 

２ 自治会・自主防災組織  

⑴ 自主防災活動マニュアルや資機材を整備し点検する 

⑵ 地域の災害危険性の把握及び点検並びに過去の災害の教訓を伝承する 

⑶ 避難行動要支援者の把握及び避難支援プランの作成に協力する 

⑷ 地区の孤立化対策（通信機器・食料備蓄等）を進める 

⑸ 自主防災リーダーの養成を進める 

⑹ 自主防災活動及び訓練を実施する 

⑺ 気象情報等の収集及び伝達を行う 

⑻ 地区内の避難行動要支援者及び被災者の救助・救援対策に協力する 

⑼ 災害時に避難所を自主運営する 

⑽ 災害廃棄物の分別及び集積所の管理に協力する 

３ 事業者  

⑴ 従業員の防災教育及び訓練を行う 

⑵ 事業計画を作成し、更新する 

⑶ 応急対策や災害復旧等に関わる事業を営む者は、災害時にも事業活動を継続し、行政機関が行う

施策に協力するよう努める 

⑷ 所管施設及び設備の減災措置及び避難対策を検討する 

⑸ 従業員等の飲料水、食料及び生活用品等の備蓄し、点検する 

⑸ 自衛消防活動・訓練を行う 

⑺ 気象情報等の収集、従業員及び所管施設利用者等への伝達及び避難誘導を行う 

⑻ 消防団、自主防災組織への参加及び活動に協力する 

⑼ 避難行動要支援者等の避難を支援する 

⑽ 災害廃棄物を分別する 

⑾ その他自ら災害に備えるために必要な活動及び地域の防災活動に協力する 
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第２章 基本方針 

 

第１節 災害の想定と防災計画の基本的考え方                    
 

１ 防災計画の基本理念  

⑴ 市の自然特性、また、人口、産業その他の社会経済情勢の変化を踏まえ、災害の発生は避けられ

ないものと認識したうえで、災害が発生した場合における被害を最小化し、迅速な回復を図る「減

災」の考え方を基本とする。 

 

⑵ 災害対策は、行政や関係機関による「公助」、住民一人一人が自ら行う「自助」、自主防災組織や

地区内の居住者等が連携して行う「共助」のそれぞれの立場から推進することを基本とする。特に、

自助・共助による地域の自発的な防災活動が重要であることから、その促進に必要な取組を進める。 

 

⑶ 災害に備えるための措置は、ハード及びソフト対策を適切に組み合わせ、一体的に講ずる。また、

災害対策全般について、科学的知見及び過去の災害から得られた教訓を踏まえ絶えず改善を図り、

効果的な対策として運用する。 

 

⑷ 災害応急対策においては、人の生命及び身体の保護を優先して進める。特に災害の発生直後その

他必要な情報を収集することが困難なときであっても、できる限り的確に災害の状況を把握し、こ

れに基づき人材、物資その他の必要な資源を的確に配分する。 

 

⑸ 被災者に対しては、被災者の多様性や避難後の時間経過に伴い変化するニーズ等に応じて、心身

の健康を確保しつつ、適切に援護を進める。援護に当たっては、被災者による主体的な取組を阻害

することがないよう配慮する。 

 

⑹ 被災後には、施設の速やかな復旧と被災者援護を進め、復興の早期化を図る。 

 

２ 災害の想定  

⑴ 被害想定の考え方 

① 地震・津波 

東日本大震災の教訓をふまえて、これまでの切迫性の高い地震・津波の想定に加えて、発生頻

度は極めて低いものの科学的知見からあらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波も考慮

する必要がある。 

地震・津波の想定にあたっては、県と協力して古文書等の資料の分析、地形・地質の調査、津

波堆積物調査及び海岸地形の調査等の科学的知見に基づく調査を通じ、できるだけ過去に遡って

地震・津波の発生等をより正確に調査するとともに、地震活動の長期評価を行っている地震調査

研究推進本部等との連携に留意する。 
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② 風水害等 

地球温暖化による気候変動等から大雨、洪水、高潮及び土砂災害等の自然災害リスクが高まっ

ており、集中豪雨等の被害が多発している。 

洪水や土砂災害については水防法や土砂災害防止法に基づいて危険区域を想定しているが、想

定を超えるはん濫や大規模な土砂崩壊が発生する可能性もある。 

このため、地震・津波と同様に発生頻度は極めて低いものの、科学的知見からあらゆる可能性

を考慮して、最大クラスの風水害についても想定する必要がある。 

 

⑵ 被害想定 

最新の科学的知見による想定災害の見直しは、順次進展することが想定されることから、被害想

定も県との連携を図りつつ、適宜見直しを行うものとする。 
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第２節 防災対策の基本方針                            
 

市は、台風等による風水害の発生や周辺海域での地震・津波等が懸念されるとともに、離島が散在す

る地理的条件下にあって、狭小な土地に密集する人口、増加する観光客等の社会的条件をあわせ持つ。

そのため、市民の生命、身体及び財産を災害から保護する防災対策は、行政上最も重要な施策の一つで

ある。 

防災対策には、時間の経過とともに、災害予防対策、災害応急対策、災害復旧・復興対策の３段階が

あり、それぞれの段階において国、県、近隣市町村、公共機関、事業者及び市民等が一体となって最善

の対策をとることが被害の軽減につながる。 

各段階における基本方針を、以下の通りとする。 

 

１ 【予防段階】周到かつ十分な災害予防対策  

予防段階においては、市において想定される災害について、最新の科学的知見を総動員して想定し、

可能な限りの備えを進める。 

特に、災害の規模によっては、ハード対策だけでは被害を防ぎきれない場合も想定されることから、

ハード・ソフトを組み合わせることとする。 

 

２ 【災害時応急対応段階】迅速かつ円滑な災害応急対策  

災害応急対応時においては、迅速かつ正確な情報収集・伝達・共有が重要となる。被災時にもそれ

が可能となる平時からの備え・訓練を行い、的確に状況を把握・想定し、適時に判断・対応できるよ

うにする。 

また、刻一刻と変化する被災者のニーズや多様性に対して、柔軟かつ機敏に対応する。 

 

３ 【災害復旧・復興段階】適切かつ速やかな災害復旧・復興対策  

災害復旧・復興時には、被災地域の特性等をふまえ、よりよい地域社会を目指した復旧・復興対策

を推進する。 

 

４ その他  

市及び公共機関等は、互いに連携をとりつつ、これら災害対策の基本的事項について推進を図ると

ともに、防災機関間、市民間及び市民等と行政の間で防災情報が共有できるように必要な措置を講ず

るものとする。 
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第３節 市の地域特性等を考慮した重要事項                     
 

市は大規模災害により、本島と島しょ地区を結ぶ道路や港湾周辺が被災すると、島しょ地区が孤立す

る可能性があるなど、防災上不利な地理的条件がある。 

市において想定される災害による被害の概要を整理すると以下のとおりであり、各被害の特性等を念

頭に、市民の生命と生活を守るための必要な対策を講じることが重要である。 

 

１ 市において想定される被害の概要と課題  

⑴ 地震災害 

揺れ（石川-具志川断層による地震） 

・市の全域が震度６弱以上となる。具志川地区を中心に震度６強となる地区が広がっており、一部

で震度７となる地区もある。 

・特に震度６強となる地区においては、新耐震基準の建物についても損壊等が発生する可能性があ

ることから、避難場所等や防災拠点施設等については特に耐震対策等に留意することが重要であ

る。 

・一部の学校施設については、耐震性能が不足していると考えられることから、特に早急な対応が

重要と考えられる。 

・建物倒壊棟数が多く想定される区域が複数（石川地区、安慶名地区、与那城屋慶名地区 等）存

在しており、当該地区を通過する緊急輸送道路等が存在することから、地震時に、道路閉塞が発

生する可能性がある。 

・高齢者は、市内に広く居住しているが、特に高齢者数の多い地区では、地震発生後の避難行動の

対応において留意が重要となる。 

 

液状化（沖縄本島直下プレート内地震） 

・市全域を通して、「液状化危険度が高い区域」と「極めて低い区域」に大きく二区分され、主に

沿岸部で液状化危険度が高い傾向がある。 

・石川地区や中城湾港新港地区などの市街地を中心に、液状化危険度の高い地区が広がっており、

住宅や企業等の建物やライフラインに影響し、生活や企業活動等に影響する可能性がある。 

・液状化危険度の高い地区内を緊急輸送道路等（国道３２９号線、石川バイパス・県道１６・３３・

３７号線、海中道路 等）が通過しており、物資の輸送等に影響が発生する可能性がある。 

・島しょ地区においては、海中道路の他、港湾施設周辺の液状化危険度が高く、当該施設が損壊し

た場合に孤立する可能性がある。 

 

⑵ 津波災害 

（八重山諸島南東沖地震、沖縄本島南東沖地震、沖縄本島東方沖地震の三連動地震による津波） 

・沿岸部を中心に、石川地区、中城湾港新港地区、島しょ部等において浸水が想定されている。 

・津波時の避難行動は、地震発生後の可及的速やかな行動が重要となるが、津波想定浸水区域内に

高齢者が広く分布している地区もあることから、移動可能性等にも配慮して、垂直避難等を必要

に応じて検討することが重要である。 

・なお、浸水想定深が 10ｍ以上となる区域も存在することから、垂直避難の検討においても配慮が

必要である。 



第１編 基本編 第２章 基本方針 

基本編-61 

・中城湾港新港地区の企業集積地や各ビーチ等の観光拠点など、特徴的な昼間人口となる区域では、

その特性を踏まえた避難対応が重要となる。 

・浸水想定範囲内を緊急輸送道路等（国道３２９号線、石川バイパス・県道１６・３３・３７号線、

海中道路 等）が通過しており、緊急時の道路利用等に影響する可能性がある。 

・島しょ地区においては、市街地が広く浸水する他、海中道路や港湾施設が浸水想定範囲となって

おり、津波による施設損壊や震災がれきの漂流等による機能低下から、島しょ部全体が孤立する

可能性がある。 

 

⑶ 風水害 

高潮（想定台風５１１５（RUTH）） 

・津波と浸水範囲は概ね同様（沿岸部を中心に広がっている。津堅島では、津波よりも浸水範囲が

狭小傾向となる。）であり、浸水想定深は津波の方が卓越する傾向がある。浸水深は、津堅島の

一部で５ｍ以上、石川地区、中城湾港新港地区、平安座島等では２ｍ以上と想定されている。 

・高潮は、津波に比較して、気象情報等を基に事前の避難対応等が可能な特性があることを踏まえ

た対応が重要となる。 

・高齢者は、市内に広く居住しているが、特に高齢者数の多い地区では、避難行動の早期化等の留

意が重要となる。 

・浸水想定範囲内を緊急輸送道路等（国道３２９号線、石川バイパス・県道１６・３３・３７号線、

海中道路 等）が通過しており、緊急時の道路利用等に影響する可能性がある。 

・島しょ地区は、海中道路や港湾施設周辺を中心に高潮が想定されていることから、浸水により施

設が被災した場合、孤立する可能性がある。 

 

洪水（天願川浸水想定区域図） 

・天願川の上・中流部を中心に浸水が想定されている。 

・浸水が想定される範囲は、天願、川崎、栄野比の河川沿いの住宅地を中心としており、浸水深が

２ｍ以上となる範囲が存在することから、低層建物を中心として被害が拡大する可能性がある。 

・洪水により、国道３２９号線や県道８号線などの緊急輸送道路等の利用に影響する可能性がある。 

 

土砂災害 

・具志川地区西部を中心に土砂災害警戒区域が広く分布している。 

・土砂災害警戒区域内に複数の避難場所等が分布しており、避難場所等での二次被害の可能性があ

る。 

・土砂災害警戒区域の近傍を県道１６号や県道７５号などの緊急輸送道路等が通行しており、土砂

災害発生時に、道路通行に影響する可能性がある。 

 

⑷ 来訪者への対応 

・市への観光客等は増加傾向にあるが、自然災害が発生した場合、市内の市街地、海岸、観光施設

等にいる多数の観光客の避難誘導が必要となるほか、道路や港湾周辺が被災した場合には、市内

（島内）に滞留することも予想される。 

・観光客等は、市民に比較して、地域情報を十分に認知していない可能性があることから、ソフト

施策を軸に、災害対応を検討する必要がある。 
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第４節 他の計画との関係                             
 

１ 上位計画等との関係  

この計画は、災害対策基本法第４２条に基づき、うるま市の市域に係る災害から市民等の生命、身

体及び財産の安全を確保することを目的として定められるものであり、国が作成する防災基本計画、

指定行政機関が作成する防災業務計画及び沖縄県地域防災計画その他関係法令に矛盾し、又は抵触す

ることがないよう定めるものとする。 

 

２ うるま市総合計画との関係  

うるま市総合計画は、地方自治法に基づき、うるま市域における総合的かつ計画的な行政の運営を

図るために策定されるもので、まちづくりのテーマと実現に向けた施策プランを明示しているもので

あり、市のあらゆる計画の中では最上位に位置づけられている。 

うるま市地域防災計画は、市総合計画に定められた防災施策等はもちろん、その他の分野の施策も

含めて「災害に強いまちづくり」「災害に強いひとづくり」の観点から体系化したものである。 

 

３ うるま市消防計画との関係  

うるま市消防計画は、消防組織法に基づき策定されるもので、うるま市消防本部が分掌する事務に

関し、その活動内容を詳細に記載しているものである。 

うるま市地域防災計画は、災害等に対して総合的な計画であるのに対し、うるま市消防計画は、市

の消防組織を効率よく運用するための具体的な活動計画である。 

 

 

 

 

第５節 防災計画の修正                              
 

この計画は、災害対策基本法第４２条第１項の規定に基づき毎年検討を加え、必要と認めるときはこ

れを修正する。 

 

 

 

 

第６節 防災計画の周知徹底                             
 

この計画は、うるま市の職員及び関係公共機関、その他防災に関する主要な施設の管理者等に周知徹

底させるとともに、特に必要と認める事項については、災害対策基本法第４２条第４項の規定に定める

公表のほか、住民に周知徹底するように努めるものとする。 

 


